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序論
本小論は、学齢期の子どもたちに対応する支援者たちの中で、スクー
ル・ソーシャルワーカー（SSWr）の立ち位置について、それを生活主義
的支援観に基づき論じようとするものである。
さて、学齢期の児童・生徒たちを取り巻く生活環境は厳しさを増し加え
ている。とりわけ家庭内養育環境の悪化は、その深刻度を増している。
具体的には養育者によるネグレクトや虐待問題である。それらの中でも
2019年１月に千葉県野田市で生起した、両親による、当時10歳のわが子
への虐待死事件への対応における当該教育委員会や児童相談所による（加
害者側に立った）不適切なる対応姿勢に対して、それらの機関・組織体が
子どもたちの権利擁護を旨とする機関や組織体であることと相俟って、強
い批判の声があがった。
言うまでもなく、学齢期の子どもたちに対応する支援者や、機関・組織
体に属する者たちにとっての最優先事項は「子どもの最善の利益の保障」
であることは論を待たない。それゆえ、もしもこの理念が支援者側に強固
に位置づいていたならば、あるいは支援者側が有すべき自らの「立ち位置」
が明確に意識されていたならば児童虐待の加害者側に立った便宜供与など
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起こる筈がない。［註１］
「子どもの最善の利益の保障」に基づく支援側の立ち位置とは、言う
までもなく子どもを主軸とした支援観であり、教育観である。子どもを
主軸とした支援観とは、つまりは弱い立場や激しい困難性を有する状況
下に置かれている子どもの側に寄り添った支援観・教育観である。とりわ
け家庭内養育環境が劣悪なる状況下に置かれている子どもの権利擁護を図
りつつ、全面受容のまなざしをもって丁寧に寄り添う視点が必要不可欠で
ある。そのことのために「チーム学校」内の構成メンバーとして配備され
ている支援スタッフが、スクール・ソーシャルワーカー（以下、SSWr）
や、スクール・カウンセラー（以下、SCr）である。そこで本小論では、
SSWrやSCrの立ち位置の確認作業を通して、「弱き立場に置かれている子
ども」への在るべき支援論について論じてみる。
支援モデル
スクール・ソーシャルワーカー（SSWr）の活動は、当然ながらソー
シャルワーク理論をその基底としている。具体的には医学モデル型ではな
く、生活モデル型による支援アプローチ、あるいはICIDH（International 
Classification of Impairments, Disabilities and Handicaps） で は な くICF
（International Classification of Functioning, Disability and Health） モ デ
ル、さらにはADL（Activities of Daily Living）ではなくQSL（Quality of 
School Life）重視をその理念ベースとしている。生活モデル型とは、価
値・知識・技術といったソーシャルワーク論における自己決定を尊重した
利用者主軸の実践モデルであり、社会環境と個々人との有機的なつながり
における、限りなき自己実現への支援のまなざしを意味している。これ
は、ジャーメイン（Germain, C.）に代表される生態学的ソーシャルワー
ク（Ecological Social Work）の視点とも連動している。［註２］
生活モデルやICFモデルの人間観を換言すれば、能力主義に基づかない
人間観である。そのベースにはバイステック（Felix P. Biestek 1912-1994）
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の支援原則が位置づいている。あるいは来談者中心主義（Client-Centered 
Therapy）を提唱したロジャーズ（Carl Ransom Rogers, 1902-1987）のカ
ウンセリング論が位置づいている。これに対して教育指導型モデルは、医
学モデル型と生活モデル型の中間に位置づいている。平明に述べれば、疾
病からの回復を目指す治療医学においては、必要なるインフォームド・コ
ンセントを行いつつも、生命保持の観点から、ときとして病者側の願いよ
りも医療治療者側の治療方針が主体となるケースが生じる。これに対して
ソーシャルワーク（その中でもケースワーク）やカウンセリング・アプロー
チにおいては、当事者・利用者の願いを主軸とした関わりが最大限に重視
される。すなわち当事者・利用者にとって不快な対応は最大限に回避され
るのである。そして医学モデル型と生活モデル型の中間に位置するのが教
育指導型モデルである。［註３］
学校教育機関においては、人類の文化的遺産の学びを通して、より良き
人格の形成を図ると共に、社会の中で適切に生活してゆく諸能力を涵養す
るために必要とされる、さまざまな学習が課せられる。そのため、児童生
徒たちの願いを最大限に尊重しつつも、ときとして児童生徒たちが快適と
は感じない学習や規範遵守を強いる必要も生じてくる。その一方で、増加
の一途をたどる複雑化・多様化した子どもたちの実態に即して、たとえば
不登校現象の未然防止を謳いつつも、学校生活に呼び戻すことを最優先事
項とはしない、といった方針が示されるようになってきた。その結果とし
て、フリースクールや通信制学校、あるいは適応指導教室等の代替支援機
関の整備が進んでいる。つまりこれは学校における従来型の教育指導型モ
デル、すなわち能力主義的教育観からの転換を意味している。具体的には
生活主義的教育観への転換である。そしてこれがスクール・ソーシャル
ワーク（SSW）が基底とすべき理念である。そこで次に生活主義的教育
観を概観してみたい。［註４］
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生活主義と系統主義
系統主義的教育観・学習観に対置するのが生活主義（もしくは経験主
義）的学習観であり、今後、わが国の教育が目ざすべき視点である。なぜ
なら系統主義的学習観は強固なる能力主義の視点を内包するがゆえに、人
間の様相を限定された能力を以てとらえようとする視点（弱点）を、そこ
に内包している。その結果として、分離・隔離・格差といった様相を、そ
こから導き出さざるを得ないからである。これに対して生活主義的支援観
は、何よりも学習者個々人が有する認識系統や、固有の在り方を重要視し
ようとする。その結果として、表面的・機能的な能力ではなく、さまざま
な状態（たとえば不登校現象）を内包する一人ひとりが、その固有の在り
方を尊重されつつ、学校集団や地域社会に位置づくことが可能となる。し
かし系統主義的学習観は、教授内容の系統性を重視するあまり、児童生徒
一人ひとりに固有なる学習の系統性が存在する、との経験主義学習観の基
本的立場を軽視し、結果として、そこから能力主義・画一注入主義を生み
出すに至った。そこにおいては教科学習獲得能力の低い児童生徒は選別さ
れ、序列化されざるを得なくなる。一方、生活主義的学習観の立場は、何
よりも一人ひとりの児童生徒に固有の学習系統が存在する、との論理を有
する。これは決して系統性・科学性を軽視しようとするのではなく、基礎
学力は一人ひとりの児童生徒によってその必要度が異なることを前提とし
ている。まさに先述した「ADLからQSL」への価値転換である。ゆえに、
複雑化・多様化した今日（こんにち）のわが国の学校教育においては生
活主義学習観こそが目ざされるべき学習支援論であり、それがスクール･
ソーシャルワークが依って立つ基盤なのである。
さて、あるべき教育観を構築するうえで、児童中心主義か教師主導型
か、あるいは問題解決主義に基づく生活主義（経験主義）か系統主義か、
さらには自由主義か規律（管理）主義か、といった議論が、これまで際限
なく繰り返されてきた。しかし後述するように、目指されるべき基礎学力
観や指導理念論は、そのときどきの時代背景や政治的要請によって変動さ
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せられてきた。例えば1945年８月以降に米国の対日占領政策によってそ
の導入が図られた経験主義的教育観に基づく戦後の新教育運動が朝鮮戦争
勃発に伴う米国の対日占領政策の変更に伴って「逆コース化」を余儀なく
され、さらには学力低下への懸念を示す、「はいずり回る経験主義」との
批判のもとで、あえなく頓挫してしまったのが顕著なる例である。以下、
このことを概観してみる。
生活主義的支援観の系譜
第二次世界大戦後の米国における教育改革の先鞭を付けたのは、1960
年に出版されたJ.S. ブルーナーによる『教育の過程』であった。この本は、
1957年の、いわゆる「スプートニック・ショック」を契機として、1959
年秋に「全米科学アカデミー」によって全米の叡智を結集して開催された
ウッヅ・ホール会議の報告書をベースとしてまとめられた書物である。し
かし、ウッヅ・ホール会議の試みによってしても事柄の解決はそう簡単で
はなく、その後のベトナム戦線の拡大化とも相俟って、米国教育界の混乱
は深刻化していった。そうした状況下で登場したのが、1970年に出版さ
れたC.E.シルバーマンによる『教室の危機』である。自己実現へのプロセ
スを提示したA.H. マズローによる『人間性の最高価値』が出版されたの
も、ちょうどこの頃である。『脱学校の社会』で知られたI.イリイチ、あ
るいはJ.ホルトやJ.Iグッドラード、さらには『クォリティ・スクール』で
著名なW.グラッサーなども、この系譜に属している。その結果、「オープ
ンスクール」「フリースクール」「ストリートスクール」「オールタナティ
ヴ・スクール」等々の実践が活発化していった。
さて、19世紀後半から20世紀初頭にかけて、世界的規模で新教育運動
が展開された。その発端となったのがイギリスのアボッツホームの新学
校（1889年）に始まる田園教育舎系の新教育運動であり、それらの一連
の学校に共通していたのは、作業ないしは労働（労作）教育の重視であっ
た。さらにそれを学習理論として積極的、かつ本質的に位置づけたのが米
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国の教育哲学者ジョン・デューイ（Dewey,J. 1859-1952）であった。さら
には総合技術教育論を展開したソビエトのクルスプカヤ（Krupskaya,N.K. 
1869-1939）や、作業学校論を展開したドイツのケルシェンシュタイナー
（Kerschensteiner,G. 1854-1932）らも同様の視点を有している。
新教育運動は、児童生徒たちを知的学習を主軸とする受動的学習か
ら、個性や自発性、自由な創造、あるいは芸術・体育活動といった側
面を重視しようとする方向性を有していた。すなわち児童中心主義的
学習観である。新教育運動の中で大きな役割を果たしたモンテッソーリ
（Montessori,M. 1870-1952）やドクロリー（Decroly,O. 1871-1932）も、こ
うした一連の新教育連動の思潮の流れのなかに位置づいている。
いっぽう、わが国における近代学校教育制度の起点は、1872年（明治
５年）の「学制」にある。その後、1879年（明治12年）の「教育令」、翌
年の「改正教育令」、そして1886年（明治19年）の「帝国大学令」「小学
校令」「中学校令」「師範学校令」等の公布により、国体主義の立場による
近代学校制度の確立をみることとなった。また教授理論については、明
治20年代初期より、それまでのペスタロッチによる開発主義教授理論か
ら、ヘルバルト主義教授理論が急速、かつ強力にとり入れられるようにな
り、それによって公教育における教授システムの定形化が図られることと
なった。これは何よりも、ヘルバルト（Herbart, J.F. 1776-1841）の教育
学説が、当時さかんであった徳育重視の世論を背景として、1890年（明
治23年）に発布された「教育勅語」における忠孝倫理を効果的に教授す
るのに有効であると考えられたからである。
さて、大正期に入ると、自由主義教育思想のもとで多彩な教育運動が展
開された。その頃わが国に導入・紹介された教育論がモンテッソーリによ
るモンテッソーリ法、キルパトリックによるプロジェクト・メソッド、ケル
シェンシュタイナーによる労作教育論、ドクロリーによるドクロリー法など
であった。この大正自由教育思想は、その後の昭和ファッシズムの前にあえ
なく挫折してしまうといった、ある種のひ弱さを内包していたとはいえ、そ
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こにおいて展開された教育実践論は、きわめて示唆に富むものであった。
新教育思想は明治期後半から続々とわが国に紹介されるに至ったが、そ
れらが最も盛んとなったのが先述したように大正期であった。大正デモク
ラシーの影響もあり、大正期は自由主義教育思想が華々しく展開された時
期であった。そこでは労作教育の思想、モンテッソーリ法、芸術教育思
想、等が取り入れられ、またアボッツホームの新学校（英）、ロッシュの
学校（仏）、デューイスクール（米）等と同様、わが国でも新学校が続出
した。それらは明石師範付属小、児童中心主義を唱えた西山哲次の帝国小
（明治45年）、河野清丸の自動主義教育で知られた豊明小（大正３年）、個
性教育を提唱しダルトン・プランの中心となった沢柳政太郎の成城小（大
正６年）、木下竹次の合科学習で著名な奈良女高師付小（大正８年）、手塚
岸衛の自由教育で知られた千葉師範付小（大正８年）、その他、羽仁もと
子の自由学園（大正10年）、赤井米吉の明星学園（大正13年）、野口援太
郎の児童の村小（大正13年）、北沢種一の労作教育で知られたお茶の水女
師小（大正14年）、小原國芳の全人教育で知られた玉川学園（昭和８年）
等である。
ところで、第二次大戦後のわが国の教育改革において、『第一次米国教
育使節団』（1946年３月来日）が果たした役割は非常に重要であった。そ
の報告書（Report of the United States Education to Japan, 1946）には次
のような一節がみられる。「良いカリキュラムというものは、単に一群の
知識をそれ自体のために分与する目的で作られるべきものではない。それ
は生徒の興味から出発しなければならず、生徒たちがその意味を理解でき
る内容を通して、彼らの興味をさらに拡大し豊かにするものでなければな
らない。」そしてこの報告書を基調としたかたちで教育基本法、および学
校教育法が1947年（昭和22年）４月から施行をみることとなった。［註５］
この米国教育使節団報告書全体の文調は、「為すことによって学ぶ
（Learning by doing）」を基底とするデューイの教育思想、すなわち児童中
心主義に基づく経験主義的学習観にその基本理念をおくものであった。
147
子ども家庭支援論研究序説
デューイは1896年に「中心統合の理論」で知られるパーカー（Parker,F.
W. 1849-1926）らの協力を得て、シカゴ大学に「実験学校」（Laboratory 
School）を設立した。この学校、すなわちデューイ・スクールは1903年
まで続き、児童中心主義の教育理念をもって、その実践が展開された。
デューイはこの学校での三ヵ年にわたる実践結果を報告したが、それが
『学校と社会（School and Society, 1899年）』である。「学習は生活するこ
とをとおして、また生活することとの関連においておこなわれる。･･学校
は子どもが実際に生活する場所であり、子どもがそれをたのしみとし、ま
たそれ自体のための意義をみいだすような生活体験をあたえる場所である
ことが最ものぞましいというべきであろう。」デューイはこのように述べ
ている。こうしたデューイの経験主義教育思想を基底として、第二次世界
大戦後のわが国における新教育がスタートした。［註６］
デューイの教育思想は新教育運動のなかにおいても明確に位置づけるこ
とができる。すなわち、前述したドクロリーやモンテッソーリもデューイ
の影響を受け、またデューイの弟子であるキルパトリック（Kilpatrick,W.
H. 1871-1952）も「プロジェクト法」（1918年）を提唱し、児童生徒の自
発活動や経験を重視する新教育運動の理論と方向性を示した。この理論
は、やがて問題解決学習法（Problem solving method）として新教育運動
のなかで重要な位置を占めることになった。またモンテッソーリの下で
学んだパーカースト（Parkhurst,H. 1887-1959）は、児童の尊重、経験の
重視、自発的活動の重視、といった特色をもつダルトン・プラン（Dalton 
Plan, 1922年）を提唱したが、これが後にイギリスのインフォーマル・エ
デュケーション（Informal education）の流れと結んだかたちで発展した
アメリカのオープン・エデュケーション（Open education）につながって
いった。さらに、デューイの経験主義的教育思想は、1950年代にソーシャ
ル・ケースワークにおける問題解決的アプローチを提唱したパールマン
（Perlman,H.H）にも大きな影響を及ぼした。［註７］
以上、生活主義的支援観の系譜を概観した。
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スクール・ソーシャルワーカーの「立ち位置」
周知のごとく、ソーシャルワーカーやカウンセラーといった用語は業務
独占でも名称独占でもない。そのため、ソーシャルワーカーやカウンセ
ラーと称していたとしても、その人間が精緻なる理論体系を有するソー
シャルワーク理論やカウンセリング理論に基づく価値や倫理、さらには支
援スキルをもって業務を行っているかどうかを確認することはできない。
そうした状況の中で、スクール・カウンセラー（SCr）任用の基礎要件の
一つとして臨床心理士資格が求められているのに対して、同じく基礎要件
として社会福祉士（SW）、もしくは精神保健福祉士（PSW）資格の保有
が明確には求められてこなかったスクール・ソーシャルワーカー（SSWr）
の場合、その結果として必要充分なる業務遂行能力の担保や、それらの資
格に定められている倫理綱領（ガイドライン）の遵守が疎かになっている
現実が散見される。そのため、スクール・ソーシャルワーカーの任用辞令
を得て業務を遂行している人間が、SSWrを標榜しつつも、ガイドライン
に示された価値や倫理から逸脱していたり、必要なる支援スキルを把握・
習熟していないままで業務遂行を行っている実態が散見される。さらには
SSWrとして任じられている個々人が有するそれまでのバックグラウンド
（職務歴）が、例えば医療・保健職、もしくは教育職等であった場合には、
その人間がSSWrとしてのガイドラインに習熟しているか否かは不明であ
り、その人間がソーシャルワーカーとしてふさわしい視点（つまりは生活
モデル型の支援スタイル）を具備しているかどうかについて不安が残る。
具体的にはSSWrを標榜する人間の「構え」が治療的、もしくは指導・訓
練的な視点（すなわち医学モデル型）に基づいていた場合、それはソーシャ
ルワーカーが有する視点とは明確に異なる。［註８］
改めて確認するまでもなく、ソーシャルワークにおけるエンパワメ
ント・アプローチ（Empowerment approach）やストレングス・モデル
（Strength model）、さらには精神保健福祉分野におけるところのリカバ
リー（Recovery）概念、等の支援理念は、ソーシャルワーカーとしての基
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本的視点であり、「共感的理解に基づく受容と傾聴」を重んじつつ、安易
なるアドバイス型（問題解決型）による関わりを極力避けるのがソーシャ
ルワーカーとしての基本的まなざしである。より直裁に言えば、助言的な
関わりは生じるにせよ、少なくとも「指導」といった表現はソーシャルワー
カーが用いる支援方法ではない。SSWrを含むソーシャルワーカーの基本
的姿勢は、指導的な関わりではなく、あくまでも当事者本人やその関係者
たちが「より良き自己選択・決定をなし得るための側面支援」にある。そ
の点において、同じくノンクリニカル・スタッフであるSCrの場合は、例
えば担任教師と共に当該クラスの児童生徒たちに対してSSTの実践に取り
組んだり、あるいはアンガー・マネジメントやアサーション・スキル等へ
の適切なるアドヴァイスが求められたりもするため、SSWrとは役割特性
が若干、異なる。つまりSCrはチーム学校の中でも、SSWrに較べて、より
ティーチングスタッフに近い役割が課されているといえる。そのためSCr
に対しては「先生」といった呼称が用いられるのが通常である。これに対
して、2000年に制定された「社会福祉法」以降、福祉支援分野においては、
それまで当事者たちへの「保護・指導・監督」といった職務を担ってきた
指導員（すなわち先生）という呼称から、権利擁護思潮に基づくところの
「当事者本人の自己選択・決定」を重視しようとする職務を担う支援員（す
なわち「～さん」）へと、その職務内容、および呼称が変化した。その結果、
福祉・介護支援分野においては「先生」という呼称は存在しなくなった。
そのため、SSWrに対しては「先生」という呼称は職務名称に馴染まない。
しかし現実にはSSWrも「先生」と呼称される場合が多い。これは何より
も学校におけるSSWrの位置づけが確定していないことに加えて、管理職
側が学校で勤務する職員たち（例えば事務職・校務員・給食関連職員等）
に対して、皆、一律に「先生」と呼称した方が児童生徒たちの混乱が少な
いとの判断と考えられる。
次に、以上のような立ち位置を有するSSWrやSCrにおける、具体的職務
の基本的なプロセスを提示してみたい。
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支援活動の原則
SSWrやSCrは「チーム学校」の一員であり、雇用先の教育委員会や配
置校の学校長の指揮監督下に置かれている非常勤職員である。［註９］
さて、具体的な対応事案が提示され、SSWr・SCrとしての対応を求め
られた場合は、相談依頼関係者たちと協同（協働）しながら、以下のよう
な生活モデル型支援プロセスをもって対応に当たる。具体的には［イン
テーク（受理面接）～アセスメント（情報収集・事前評価・見立て）～ケ
アプラン（支援計画）～アクション（実施）～インターベンション（介
入）～モニタリング（日常的・継続的な調査・点検）～エバリュエーショ
ン（事後評価）～ターミネーション（終結）］である。もしも子ども本人
との直接的な面談が可能である場合には丁寧なる面談を重ね、適切なるア
セスメントを行う。その際にはチーム学校に関連する職域スタッフ（担任
教員、児童生徒指導主任、管理職）や保護者からの情報収集を丁寧に行う
と共に、必要に応じて外部関連機関（児相、自治体の関連部署、通院歴が
ある場合は医療機関）等からの情報を得ながら、エコマップやジェノグラ
ムを活用して個別的支援計画を策定することになる。もしも重篤化してい
る場合は、医療機関側との連携も必要になる。
以上をまとめると、SSWrやSCrはチーム学校の一員としての視点を忘
れず、常に「より良き理解者＆寄り添い人（びと）」としての構えを保持し、
子ども本人を肯定的に見守りつつ、分析的・断片的視点ではなく、総合的
な視点で対応する必要がある。また当該児童生徒に対しては、常に「共感
的理解に基づく受容と傾聴」の姿勢を堅持しつつ、アクティブ・リスニン
グ（積極的傾聴）の姿勢で関わる。すなわち尋問的な訊き方ではなく、相
手が語りたいことに丁寧に寄り添いながら聴く。さらには当事者本人が有
する固有の気質や性格特性に即した対応姿勢で聴く必要がある。次に、不
登校現象の兆候が見られる児童生徒の未然防止への関わり方法について述
べてみたい。
当該児童生徒の不登校状態を捉える際には、単なる怠惰による不登校状
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態としてとらえずに、その背景を丁寧に探ることが大切である。具体的な
理由や原因としては、例えば思春期症候群や起立性調節障害等による体調
不良といった健康面からの理由や、あるいは家庭環境の悪化が本人の登校
意欲をそぐような結果を招いている可能性がある。これに加えて、「いじ
め」等、学校（クラスや部活）内での交友関係が円滑に構築されていない
結果としての不登校現象も考えられる。もしも健康面での懸念が考慮され
る場合は養護教諭との連携を図りつつ、医療機関への受診を含めた家庭へ
のアプローチを試みる。また家庭環境の悪化に伴う精神的（心理的）な問
題を抱えていることが推測できる場合には児童生徒本人との面談を重ね、
家庭訪問の必要があれば（必要な手続きを経た上で）実施する。さらには、
いじめ等、交友関係に伴う結果としての体調不良や不登校現象も考えられ
るため、クラス担任と連携しつつ、クラスや部活内の人間関係を丁寧にと
らえる必要がある。
支援活動における困難性
各自治体や公立学校に雇用されているSSWrやSCr（とりわけ、巡回型
ではなく個別校に配置されているSSWrやSCr）には、概ね次のような職
務規程が課されている。それは「所属する教育委員会や学校長の指示に従
うこと」といった文言である。むろんのこと、学校内で為されるスクー
ル・ソーシャルワークやスクール・カウンセリングが、あくまでもチーム
学校の一員としての職務であり、学校といった組織体が円滑に運営される
ためには学校長を主軸としたマネジメントシステムの構築が重要である。
しかしSSWrやSCrの任用に際して教員免許状の保有が必須とはされず、
それゆえ教育職員としての職務を有していないSSWrやSCrが、自動的に
ティーチングスタッフ側からの監督管理・指揮命令下に置かれるといった
組織システムは望むべき在り方ではない。このことは病院長（医師）を
トップとする医療機関でその働きを展開している医療ソーシャルワーカー
（MSW）が抱えてきた問題性と同じ構造を有している。すなわち上司（管
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理職）が医療職（具体的には医師）であることに伴う問題性である。なぜ
ならMSWの職務は生活支援であり、医療的な治療行為がその職務ではな
いからである。その象徴がMSWや精神保健福祉士（PSW）の服装である。
医療チームが着用する白衣に象徴される業務服とは異なる衣服を着用して
いるワーカーたちが多くいることがその象徴である。とりわけ精神科医療
機関におけるPSWたちの服装に、それが顕著である。そうした不利益的
な職務状態を改善するために、精神保健福祉士法においてはPSWに対し
て「医師の指示」ではなく「医師の指導」といった文言が明記されるに至っ
た。しかし精神保健福祉士法が示す意図が臨床現場において充分に機能し
ているかどうかは疑問が残る。［註10］
言うまでもなく、指示と指導とはその意味が明確に異なると共に、そこ
には重要な意味が含まれている。なぜなら決定権がどこにあるのか、がそ
こに含まれるからである。SSWrは福祉学を理論・実践ベースとする専門
職であり、SCrは臨床心理学やカウンセリングをベースとする専門職であ
る。むろんのこと、教員たちの日常業務とクロスする側面があるにせよ、
教員免許状を持ち、教育指導を職務とする教員たちとは、その立ち位置が
異なる。逆に言えば、ゆえにこそ学校という教育組織体に、第三者的（も
しくはオンブズパーソン的）な性格を有するSSWrやSCrの配備が為され
ているのである。家庭環境が、よりいっそう複雑化し、困難度を増し加
えている中で学齢期を過ごす児童生徒たちへの適切なる対応を目的とし
てSSWrの増員配備が各自治体において急ピッチで展開されているのであ
る。多忙状態に置かれている教育スタッフたちの補完的・補助的役割を果
たすための代替配備ではない。［註11］
SSWrを含むソーシャルワーカーの基本的職責を簡明に表現するなら
ば、利用当事者の自己選択・決定の尊重であり、権利擁護である。具体的
には「子どもの最善の利益の確保」である。たとえば、そうした視点に基
づいてSSWrが当事者家庭への訪問等の支援活動（アウトリーチ）を展開
中に、トップダウン型を好む学校長の判断によって「家庭訪問打ち切り」
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の指示が出された場合、SSWr側からの意見具申が為されたにせよ、最終
的にはSSWrは家庭訪問を中断して学校長の指示に従うことが求められる。
教育指導的な観点からは打ち切り判断が適切であったとしても、SSWrが
家庭環境のさらなる悪化を防ぐ目的で学校外での生活支援活動、すなわち
エコロジカル・アプローチの継続を願ったことが不適切と判断され、学校
長からの指示に従うことが求められるのである。事実、そのことで管理職
側（具体的には学校長）と緊張・対立関係が生起し、SSWrが当該学校内
での支援活動に制約を受けたり活動休止状態に追い込まれたりする事例は
決して稀ではない。これは当事者本人である児童生徒にとって、きわめて
不幸なことである。もちろんSSWrやSCrが、いわば治外法権的に勝手な
判断で不適切なる活動を展開してしまうことに伴う、リスク回避のセーフ
ティネットを構築しておくことは必要である。ゆえにこそ必要なる支援ス
キル有し、守秘義務違反や名誉失墜行為の禁止等のガイドラインが明確に
定められている国家資格である社会福祉士や精神保健福祉士の有資格者が
任用条件となっているのである。しかし先述したように、各自治体の任用
条件をみると、SCrに較べてSSWrの任用条件に疑問が残る。例えば警察関
係出身者をSSWrとして任用しているケース等がそれである。［註12］
むろんのこと、本質的には資格の有無ではなく、第三者的（もしくはオ
ンブズパーソン的）な立場で、すぐれて鋭敏なる権利擁護の知識・意識・
感覚を有するSSWrの配備こそが急務、かつ有効であることは論を待たな
い。しかし個々人が有する諸能力や資質はともあれ、本来的に「取り締ま
りの対象」として相手を捉えようとする警察業務を経てきた人間と、相手
を「限りなき尊び、信ずべき対象」として捉えようとする基本姿勢を有す
るSSWrとは職務姿勢（つまりは立ち位置）が明確に異なる。否、正反対
である。さらには教員経験者（とりわけ定年退職後の教員経験者）たち
がSSWrとして数多く採用されているが、その場合は教育指導型モデルに
よる対応がなされる可能性が強い。こうした任用形態が散見されるのは、
雇用条件が不充分・不安定のために有能なる社会福祉士・精神保健福祉士
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の有資格が参入できにくいことの他に、SSWrの職務内容や専門性に対す
る理解不足が存在すると考えて良い。より具体的には、SSWrの選考実務
に携わっている、「いじめ・不登校対策チーム」等の名称を有する担当部
署に属する指導主事（現場教員出身者）側に大きな責務がある。つまりは
ティーチングスタッフ側の選考基準によってティーチングスタッフでは
ないSSWrの任用がなされていることに問題の所在がある。さらには現任
SSWrへのスーパーヴァイスを担うスーパーバイザー（SV）の資質にも問
題が残る。SSWrとしての臨床経験もなく、社会福祉士・精神保健福祉士
の有資格でもない福祉系・教育系の大学教員が研究職に就いている、と
いっただけでSVの役割を果たしているケースもあるからである。
整理・展望
本小論は、劣悪な家庭環境下に置かれている子どもの最善の利益（つま
りは権利擁護）について、それをスクール・ソーシャルワーカー（SSWr）
の立ち位置をもとに論じたものである。そこで明らかになった点は、以下
の３点である。第一は、子どもの最善の利益を図るうえでのSSWrやSCrの
重要性といった点。第二には、そのための支援理念として、生活主義的支
援観が重視されるべきであるといった点。第三には、チーム学校の構成メ
ンバーの中で、ティーチングスタッフではないSSWrやSCrが「服務の厳正
化」のもとで管理職側の指揮監督下に置かれるのではなく、第三者的（オ
ンブズパーソン的）な位置づけが必要である、といった点である。［註13］
さて同じ支援スタッフでも、SSWrとSCrの立ち位置は微妙に異なる。
理由は、SSWrがあくまでも生活型モデルを自身の実践基盤としているの
に対して、臨床心理学をベースとするSCrは、ややもすると相手を治療す
べき対象ととらえ、そのためのスキル（たとえば心理アセスメントに必要
とされる心理検査の採用）を活用しようとするからである。これは明らか
に医学モデル型の関わりである。そうした関わりを回避するために雇用者
側（教育委員会）ではSCrに対して心理検査の実施や診断行為を禁止（も
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しくは制限）している。しかし（「SCrに準じる者」として任用されてい
る者たちを除き）SCrとして任用されている者の大半は臨床心理士資格の
保有者であるため、ややもすると問題性を抱えている存在として児童生徒
たちをとらえ、アドバイス型の関わりを招く傾向にある。これに対して
SSWrは、常にエンパワメント・アプローチ（empowerment approach）や
ストレングス・モデル（strength model）の視点（つまりは生活主義的支
援観）から児童生徒たちをとらえようとする。さらには、障壁を感じさせ
るような諸環境の改善を図ることによって児童生徒たちの困難性を軽減し
ようとするのである。
ところで、最初に挙げた千葉県野田市で生起した児童虐待死事件におい
て、激しい批判にさらされたのは当該自治体の教育委員会であり、管轄す
る児童相談所である。しかし、なぜか当該児童が在籍していた小学校や、
巡回訪問型を含め、そこに配置されていたであろうSCrやSSWrの対応内
容や姿勢に関する情報が表出してこない。当該児童が登校している期間は
むろんのこと、たとえ不登校状態が顕著であったとしても、当該児童に対
する学校側（クラス担任・児童指導担当・管理職）からの対応や、SCrや
SSWrらの働きかけがあった筈だからである。とりわけアウトリーチを、
その主たる職務とするSSWrが、すぐれて鋭敏なる権利擁護の知見や意識
を有しており、それがチーム学校内で共有されていたならば有効なる未然
防止策が具体的に講じられていた筈だからである。
最後に、劣悪なる家庭環境下に置かれている学齢期の児童・生徒らの
「最善の利益」を保持するためには学籍を有する学校からの支援アプロー
チのみでは限界があり、「子ども食堂」に代表されるように、コミュニティ
による支えが必要不可欠である。いわば「地域の子どもたちを地域で支
え、護り育てる」といったコミュニティケア意識の醸成こそが急務なので
ある。以上、これをもって本小論の結語としたい。
156
八　巻　正　治
〔註〕
［註１］ 1989年の第44回国連総会において採択され、1990年に発効し、わが国が1994年
に批准した「児童の権利条約（児童の権利に関する条約）」第１部・第３条には、
次のように規定されている。
　　　　１． 児童に関するすべての措置をとるに当たっては、公的若しくは私的な社会
福祉施設、裁判所、行政当局又は立法機関のいずれによって行われるもの
であっても、児童の最善の利益が主として考慮されるものとする。
［註２］ 2001年５月のWHO総会において、1980年に提示されたICIDH（International 
Classification of Impairments, Disabilities and Handicaps）に代わり、新たにICF
（International Classification of Functioning, Disability and Health）が採択され
た。ICIDHがImpairment・Disability・Handicapといった、当事者本人の機能的
制約状態に注視した分類方式であったのに対して、ICFは心身機能・構造（Body 
function and structure）・活動（Activity）・参加（Participation）に加えて、新た
に環境因子（Environmental factors）と個人因子（Personal factors）を関係づけた、
生活機能というプラス側面へとその視点を転換し、さらに環境因子等の観点を
加えたところに特徴がある。すなわちICFの視点は、その人が有する機能的な
制約状態が問題なのではなく、その人が日常生活を過ごすうえで、さまざまな
困難性を生じさせているような諸状況（ハード＆ソフト両面における障壁）こ
そが問題である、ととらえるまなざしである。これはADL（Activities of Daily 
Living）からQOL（Quality of Life）への転換とも連動している。すなわち、何
かが効率よく、スピーディにできることを、人としての在り方としての最優先
課題として設定しないまなざしを意味する。換言すれば、不登校現象をマイナ
スととらえない視点を意味する。
［註３］バイステックが1957年に提示した、支援のための７原則
①個別化 （Individualization）
②意図的な感情表出 （Purposeful expression of feelings）
③統制された情緒的関与 （Controlled emotional involvement）
④受容 （Acceptance）
⑤非審判的態度 （The nonjudgmental attitude）
⑥利用者の自己決定 （Client self-determination）
⑦秘密保持 （Confidentiality）
　　　　※ Felix P.Biestek,S.J.（1957）「The Casework Relationship」（尾崎新他訳「ケー
スワークの原則」2010年 誠信書房）
［註４］ 2016（平成28）年９月14日づけで文部科学省初等中等教育局長より、各都道府
県教育委員会教育長等に出された「不登校児童生徒への支援の在り方について
（通知）」には、以下のように記されている。
　　　　１．不登校児童生徒への支援に対する基本的な考え方
　　　　（１）支援の視点
　　　　 　不登校児童生徒への支援は，「学校に登校する」という結果のみを目標にする
のではなく，児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて，社会的に自立すること
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を目指す必要があること。また，児童生徒によっては，不登校の時期が休養や
自分を見つめ直す等の積極的な意味を持つことがある一方で，学業の遅れや進
路選択上の不利益や社会的自立へのリスクが存在することに留意すること。
［註５］ （「Report of the United States Education Mission to Japan submitted the 
Supreme Commander for Allied Powers, 1946」） 村井実訳「アメリカ教育使節団
報告書」講談社 1979年 34頁
［註６］ （Dewey,J.「The School and Society,revised edition」）デューイ（宮原誠一訳）「学
校と社会」岩波書店 1979年 47頁
［註７］ パールマン,H「ソーシャル・ケースワークにおける問題解決モデル」（ロバー
トW.ロバール他　久保紘章訳「ソーシャル・ケースワークの理論」）川島書店 
1985年 133頁。さらには戸塚法子「問題解決アプローチ」（久保紘章・副田あけ
み編「ソーシャルワークの実践モデル」）川島書店 2005年 36頁
［註８］ 社会福祉士や精神保健福祉士の有資格者のみならず、ソーシャルワーカーとし
てのアイデンティティを有する者たちに対しては、先進諸国間において相互承
認を経ているところの、日本ソーシャルワーカー協会制定による倫理綱領に
よって基本的な行動理念が明示されている。さらには、より精緻なるガイドラ
インとしては、社会福祉士の国家資格を有する者たちで組織されている日本社
会福祉士会が定める「倫理綱領と行動規範」に明示されている。そして「倫理
綱領と行動規範」に示されている倫理・価値・内容・支援スキルにベースを置
いた職務を、学校というフィールドで展開するのがSSWrである。例えば日本
ソーシャルワーカー協会の倫理綱領には、権利擁護について、以下のように提
示されている。
　　　　Ⅰ．利用者に対する倫理責任
　　　　５．（利用者の自己決定の尊重）
　　　　 　ソーシャルワーカーは、利用者の自己決定を尊重し、利用者がその権利を十
分に理解し、活用していけるように援助する。
　　　　６．（利用者の意思決定能力への対応）
　　　　 　ソーシャルワーカーは、意思決定能力の不十分な利用者に対して、常に最善
の方法を用いて利益と権利を擁護する。
　　　　12．（権利侵害の防止）
　　　　 　ソーシャルワーカーは、利用者を擁護し、あらゆる権利侵害の発生を防止す
る。
http://www.jasw.jp/about/rule/
http://www.jacsw.or.jp/01_csw/05_rinrikoryo/files/rinri_kodo.pdf
［註９］ 学校教育法施行規則（2017年４月１日施行）には、以下のように規定されている。
　　　　第４節　職員
　　　　第65条の２　 スクールカウンセラーは、小学校における児童の心理に関する支
援に従事する。
　　　　第65条の３　 スクールソーシャルワーカーは、小学校における児童の福祉に関
する支援に従事する。
［註10］ 精神保健福祉士法（1997年12月19日公布）の第41条には、以下のように規定さ
れている。
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　　　　２． 精神保健福祉士は、その業務を行うに当たって精神障害者に主治の医師が
あるときは、その指導を受けなければならない。
［註11］ わが国において、SSWrとして先駆的な活動を展開した山下英三郎は、2008年
の時点において、「SSWが、スクールカウンセラーと同様の制約を負わされた
り、子どもたちの管理強化に与したりする機能から自由であるためには、それ
が何のために提唱されているかということを絶えず問いかける必要があるであ
ろう。」と述べ、SSWrが学校組織の管理機構内に組み込まれてしまうことを危
惧しているが、10年後の現在、残念ながら山下の危惧が現実化してしまってい
る。（山下英三郎他編「スクールソーシャルワーク論」 学苑社 2008年 14頁）
［註12］ 文部科学省による「スクールソーシャルワーカー実践活動事例集」および 「スクー
ルカウンセラー実践活動事例集」には、各都道府県におけるSSWr・SCrの任用
資格を含む、年度ごとの取り組み内容が記載されている。
　　　　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1302910.htm
［註13］ チームマネジメントについて、山王病院心療内科の村上正人医師は、かつて自
身が所属していた日本大学板橋病院緩和ケアチームにおける臨床実践から、「多
職種が連携・情報共有しながら支援する水平型のチーム医療」を提示している。
ここで村上が提示している「水平型のチーム医療」こそが真に目ざされるべき
マネジメントである。（村上正人「医療・精神医療システムにおけるチーム医療
と公認心理師の役割、連携の実際」2019年３月15日・公認心理師現任者講習会
配付資料）
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